
Ⅰ 活力あるしまね

５．雇用・定住の促進
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

47 ふるさと島根定住推 725,403 ふるさと島根定住財団を中心に、市町村や関 675,033 事業費精査 地域振興部

進事業 係団体との連携によりＵＩターンを促進するた 一部を前倒して実施 [しまね暮らし推

めの施策を推進 （H26年度2月補正予算計上） 進課]

①情報発信

・情報誌の発行、専門情報誌への掲載、ふる

さと情報登録の充実

・ＵＩターン総合情報サイト「くらしまねっ

と」の無料職業紹介システム改修 【新規】

②相談・人材誘致

・しまね型仕事創生事業 【新規】

市町村が行う雇用創出の仕組みづくりを支

援

［補助率］2/3

・社会人ＵＩターン希望者向け企業面接会を

首都圏で開催 【新規】

・定住アドバイザー、人材誘致コーディネー

ターの配置

③交流・体験

・ＵＩターン人材確保就業支援 【新規】

企業への就業体験を一定期間提供し、県内

への就業を支援

・産業体験を行う者に対し滞在費を助成

［助成金額］

実家以外12万円/月、実家6万円/月

④職業

・無料職業紹介、農林業等の基礎講座

・新規学卒者雇用促進支援 【新規】

企業が行う地域の実情を踏まえて雇用機会

を創出する取組を支援

⑤住居確保

・空き家情報の提供

・市町村がＵＩターン者向け住宅として空き

家を活用する場合に改修費を助成

⑥受入体制強化

・市町村定住交付金 【新規】

市町村が行う定住体制、雇用体制の整備を

支援

・地域づくり活動を行うＮＰＯやボランティ

ア団体等に対し、初期経費や新たな活動経

費を助成



Ⅰ 活力あるしまね

５．雇用・定住の促進（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

48 若年者の雇用対策事 69,608 若年者と県内企業のマッチング支援を強化す 60,760 事業費精査 商工労働部

業 ることにより、県内就職を促進 一部を前倒して実施 [雇用政策課]

①インターンシップの支援 【新規】 （H26年度2月補正予算計上）

自宅からの参加が困難な県内の高校生と

大学生等のインターンシップ参加経費等を

助成

［研修期間］

・高校生 5日間以内

・大学生等 10日間以内

・IT技術を学ぶ大学生等 21日以内

［助成内容］

・高校生 宿泊費・旅費

・大学生等 宿泊費（1/2)

・IT技術を学ぶ大学生等

宿泊費（1/2)

技能習得支援金 2,000円/日

②就労体験の支援

就業経験の浅い若年未就業者に対して、

企業等における就労体験の機会を提供

［体験期間］

・長期体験 3ヶ月～1年

・短期体験 10日～1か月

［体験者への助成内容］

・長期体験 12万円/月

・短期体験 奨励金 2,400円/日

［受入先への助成内容］

・長期体験 3万円/月

・短期体験 1.2万円/回

③企業情報発信力の強化 【新規】

「しまね就活情報サイト」の企業情報の

充実・情報発信力の強化

49 新卒・若年者研修支 15,470 県内企業の人材育成を支援し、採用意欲を高 15,470 要求どおり 商工労働部

援事業 めるとともに、人材の定着、技能承継を推進す [雇用政策課]

るため、新卒・若年者を対象とした研修を実施

①内定者、新人・若年者を対象に社会人とし

ての基礎的研修を実施

②企業が国の実践型人材養成システムを活用

して取り組む企業外研修を高等技術校で実

施



Ⅰ 活力あるしまね

５．雇用・定住の促進（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

50 若年無業者の職業的 14,975 若年無業者の職業的自立に向け、地域若者サ 14,975 要求どおり 商工労働部

自立支援事業 ポートステーションを設置し、相談から自立支 [雇用政策課]

援まで一貫して実施

①地域若者サポートステーションを東部(松

江市)、西部(浜田市)に設置

②カウンセリング、自立支援プログラムの実

施

③支援機関とのネットワーク整備

④長期ニート等訪問支援

51 新規 人材不足・定着対策 39,261 企業における人材不足対策や若年者の職場へ 47,140 モデル企業の選定と事業着手年度 商工労働部

事業 の定着率の向上対策を実施 の調整により増額査定 [雇用政策課]

①中高年齢者の就職相談・職業紹介事業 一部を前倒して実施

中高年齢者を対象とした就職相談窓口を （H26年度2月補正予算計上）

設置し、就職希望者と企業ニーズのマッチ

ング事業の相談体制を強化

［設置予定］H27年10月

［債務負担行為の設定］

・設定額 70,084千円（H28～29）

②企業の若年者定着実践支援事業

社員の定着に意欲のある企業の人材定着

プログラムの作成をモデル的に支援

［支援内容］専門家の派遣

経営者・社員合同研修会

③中小企業人材定着支援事業

入社後２～３年目の社員を対象としたセ

ミナーの開催

52 産業人材育成・確保 38,530 県内各地域において産学官連携のさらなる推 37,961 事業費精査 商工労働部

事業 進により産業人材を育成確保 [雇用政策課]

①産業人材育成コーディネーターの配置

②地域産学官連携組織が実施する人材育成に

係る取組への支援

③若手経営者向け「人財塾」の開催

④理工系人材確保に係る取組への支援

⑤産業人材の職場定着に向けた企業の人材育

成力向上セミナーの開催



Ⅰ 活力あるしまね

５．雇用・定住の促進（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

53 新規 地域しごと支援事業 240,000 国の基金事業で実施してきた雇用対策を地域 240,000 一部を前倒して実施 商工労働部

の実情に合わせて実施手法等を見直したうえで （H26年度2月補正予算計上） [雇用政策課]

継続

①人材の育成・確保

②しごとの魅力向上

54 障がい者の雇用促進 88,757 障がい者の適性と能力に応じた雇用機会を確 88,757 要求どおり 商工労働部

・安定事業 保し、障がい者の雇用を促進 [雇用政策課]

①特例子会社等の設立支援

②障がい者雇用促進・啓発

③障がい者が就職に必要な知識や能力を習得

するための職業訓練を実施

・東部高等技術校介護サービス科

・西部高等技術校総合実務科

④障がい者委託訓練

企業等に委託して職業訓練を実施

⑤訓練手当

雇用保険の受給資格がない人に対して訓

練手当を支給し、職業訓練の受講を支援


